
 

第６号議案 

 

 

 

   令和６年度芦屋市一般会計補正予算（第８号） 

 

 

 

  令和６年度芦屋市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ37,811千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ48,721,953千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

 

 

   令和７年２月１７日提出 

 

 

 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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　 追　加

０８　土木費

１０　教育費

０６　社会教育費

０７　保健体育費

０３　児童福祉費

０２　総務費

０３　民生費

０２　道路橋梁費

０４　都市計画費

０１　総務管理費

０１　社会福祉費

０２　老人福祉費

第 ２ 表 繰

項款

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

6-10

4,720

117,591

海浜公園水泳プール防滑シート貼替工事

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業

都市公園施設整備事業

2,300

9,100

38,000

4,900

6,003

2,500

14,264

放課後児童健全育成事業所に対する物価高騰対策支援事業

市民会館（本館）ＬＥＤ照明設置工事

海浜公園水泳プール日避け屋根改修工事

27,824

224

160,094

29,538

舗装個別施設計画策定事業

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業

160,085

2,600

無電柱化関連事業

橋梁長寿命化対策事業

障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援事業

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業

公共用地等整備事業

障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業

介護保険サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業

 越 明 許 費 補 正
（単位　千円）

金　　　　　　額

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名

579,743
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変　更

小 学 校 施 設 整 備 事 業

第 ３ 表 地

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

災 害 対 策 事 業

市 街 地 再 開 発 事 業

中 学 校 施 設 整 備 事 業

6-12

144,900 68,900

補　　　　　正　　　　　後

 方 債 補 正

（単位　千円）

限　　　　　度　　　　　額 限　　　　　度　　　　　額

補　　　　　正　　　　　前

522,600 207,600

374,200 359,200

61,300 35,500
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6-14 6-15



6-16 6-17



6-18 6-19



6-20 6-21



6-22 6-23



6-24 6-25



6-26 6-27



6-28 6-29



6-30 6-31



6-32 6-33



6-34 6-35



6-36 6-37



6-38 6-39



6-40 6-41



6-42 6-43



一   般   職

  （１） 総    括

        （単位  千円）

（ 1,113 ）

712 1,431,060 2,718,885 3,612,681 7,762,626 1,384,740 9,147,366

（ 1,111 ）

721 1,431,060 2,783,785 3,671,681 7,886,526 1,422,840 9,309,366

（ 2 ）

△ 9 △ 64,900 △ 59,000 △ 123,900 △ 38,100 △ 162,000

74,904 432,784 69,063 81,122 59,239 298,901

補 正 前 76,560 442,519 71,415 83,072 59,239 313,338

△ 1,656 △ 9,735 △ 2,352 △ 1,950 △ 14,437

48,952 8,600 89,436 7,787 1,746,560

49,352 8,600 89,436 7,787 1,774,302

△ 400 △ 27,742

648 70,650 624,035

648 71,270 108 624,035

△ 620 △ 108

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

給  与  費  明  細  書

単身赴任

手    当

退職手当

初 任 給

調整手当

児童手当

補 正 後

比  較

区  分

給               与               費

扶養手当 地域手当

職員数

（人）

区  分

共 済 費 合    計

比    較

職員手当等 計

補 正 後

補 正 前

報      酬 給      料

区    分

時 間 外

勤務手当

住居手当 通勤手当

特殊勤務

手    当

補 正 前

職員手当等

の  内  訳

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分

比  較

特別勤務

休日勤務

手    当

夜間勤務

手    当

教員特別

手    当

補 正 後

期末及び

勤勉手当手    当 手    当 手    当

宿 日 直 管 理 職 管理職員
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

        （単位  千円）

（ 11 ）

712 2,718,885 3,143,270 5,862,155 1,090,074 6,952,229

（ 9 ）

721 2,783,785 3,202,270 5,986,055 1,128,174 7,114,229

（ 2 ）

△ 9 △ 64,900 △ 59,000 △ 123,900 △ 38,100 △ 162,000

74,904 432,784 69,063 81,122 59,239 298,901

補 正 前 76,560 442,519 71,415 83,072 59,239 313,338

△ 1,656 △ 9,735 △ 2,352 △ 1,950 △ 14,437

48,952 8,600 89,436 7,787 1,277,149

49,352 8,600 89,436 7,787 1,304,891

△ 400 △ 27,742

648 70,650 624,035

648 71,270 108 624,035

△ 620 △ 108

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当 退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

補 正 後

補 正 前

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

区  分 特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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  イ　会計年度任用職員

        （単位  千円）

（ 1,102 )

1,431,060 469,411 1,900,471 294,666 2,195,137

( 1,102 )

1,431,060 469,411 1,900,471 294,666 2,195,137

補 正 前

469,411

469,411

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当 勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当 勤勉手当

補 正 後

補 正 前

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当 退職手当

手    当 手    当 調整手当
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一般職 （単位：千円）

款 項 目 追加 減額

０３　民生費 ０３　児童福祉費 ０２　保育所費 △30,000

０１　保健衛生総務費 △40,000

０６　霊園費 △27,000

０２　清掃費 ０１　じん芥処理費 △18,000

０８　土木費 ０１　土木管理費 ０１　土木総務費 △13,000

０５　幼稚園費 ０１　園管理費 △20,000

０７　保健体育費 ０２　学校給食費 △14,000

0 △162,000

差引 △ 162,000

合　　　　　　計

第６号議案説明資料

令和６年度芦屋市一般会計補正予算（第８号）に係る職員給与費等の増減内訳

０４　衛生費

１０　教育費

０１　保健衛生費
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　        　　令和６年度芦屋市一般会計補正予算（第８号）の繰越明許費の内容 　　　　

（単位 千円）

現計予算額
(第８号補正後)

公共用地等整備事業 2,300 2,300 工事請負費

障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策
支援事業

9,100 9,100 負担金、補助及び交付金

介護保険サービス事業所等に対する物価高騰対策支
援事業

38,000 38,000 負担金、補助及び交付金

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業 6,003 6,003 負担金、補助及び交付金

障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援
事業

4,900 4,900 負担金、補助及び交付金

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業 14,264 14,264
需用費・役務費・負担金、
補助及び交付金

舗装個別施設計画策定事業 7,226 2,500 委託料

無電柱化関連事業 205,011 160,085
委託料・工事請負費・補
償、補填及び賠償金

橋梁長寿命化対策事業 152,808 2,600 工事請負費

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業 320,659 117,591 委託料・工事請負費

都市公園施設整備事業 75,643 27,824 工事請負費

放課後児童健全育成事業所に対する物価高騰対策支
援事業

224 224 負担金、補助及び交付金

市民会館（本館）ＬＥＤ照明設置工事 217,374 160,094 委託料・工事請負費

海浜公園水泳プール日避け屋根改修工事 43,617 29,538 工事請負費

海浜公園水泳プール防滑シート貼替工事 4,720 4,720 工事請負費

合　　　　計 1,101,849 579,743

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容
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令和６年度一般会計補正予算（第８号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 46,964,000千円

現計予算額： 48,684,142千円

補 正 額： 37,811千円

補正後予算額： 48,721,953千円 （＋1,757,953千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
（補正額の内訳）

① 事業費の不足等に伴う増額 ＋ 1,242,642千円 （＋ 963,253千円）

② 事業費の不用等に伴う減額 ▲ 1,413,290千円 （▲ 1,082,157千円）

③ 前年度予算との重複額の減額 ▲ 187,872千円 （▲ 135,987千円）

④ 職員給与費等の減額 ▲ 162,000千円 （▲ 162,000千円）

⑤、⑥ 基金への積立て ＋ 256,584千円 （＋ 146,993千円）

⑦ 税外収入償還金の追加 ＋ 229,256千円 （＋ 133,000千円）

⑧ 重点支援地方交付金事業の追加 ＋ 72,491千円 （▲ 26,960千円）

⑨ 財源更正 ＋ 0千円 （▲ 1,847千円）

補 正 額：＋ 37,811千円 （▲ 165,705千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）
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【別紙】…前頁①～⑨に係る歳出予算の補正内容
（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源

総務費‐戸籍住民基本台帳費‐戸籍住民基本台帳費

戸籍システム改修経費の追加

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

地域生活支援事業に係る扶助費の追加

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

障害者総合支援法介護給付費等事業に係る
扶助費の追加

民生費‐児童福祉費‐保育所費

子どものための教育・保育給付等に要する
扶助費の追加

衛生費‐保健衛生費‐市立病院整備費

市立芦屋病院事業助成費の追加

衛生費‐上水道費‐上水道事業助成費

上水道事業助成費の追加

総務費‐総務管理費‐一般管理費

職員用パソコン更新経費の減額

民生費‐社会福祉費‐社会福祉総務費

物価高騰重点支援給付金事業に要する経費
の減額

衛生費‐保健衛生費‐予防費

予防接種事業に要する経費の減額

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

②

▲ 12,220

当該給付金について支給が完了したこと、また予算編成時に予定してい
た「調整給付に係る不足額給付」の給付事業を令和7年度に実施すること
となったため、不用となる額を減額するもの。

▲ 223,597

＋0 ＋0 ▲ 68,060

▲ 39,512ア

イ

新型コロナウイルスワクチン予防接種について、接種回数が当初の見込
みを下回ったため、不用となる額を減額するもの。ウ ▲ 80,280

＋0

▲ 186,881 ＋0 ＋0 ▲ 36,716

＋0 ＋106,446

▲ 39,512＋0

＋0

イ

エ

カ

＋0 ＋1,540

＋0 ＋4,577 ＋801,524

＋0 ＋36,500

＋272,146

＋146,000 ＋109,500 ＋0

＋165,700 ＋0

国の補正予算において、令和6年度人事院勧告に伴う国家公務員の給与改
定の内容に準じた保育士・幼稚園教諭等の処遇の抜本的な改善に伴う公
定価格の引上げにより、予算が不足する見込みであるため追加するも
の。（補助率：満3歳未満 国59.08%、県20.46%、満3歳以上 国1/2、県
1/4）

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①

ア

令和6年8月に示された戸籍情報システム標準仕様書の改訂に従い、戸籍
システムの改修を行うもの（1,540千円）。併せて、当初予算に計上して
いた戸籍システム改修経費のうち、不用となる額（388千円）を減額する
もの。

＋1,152 ▲ 388 ＋0

移動支援事業の利用人数及び利用回数の増加により、予算が不足する見
込みであるため追加するもの。（国1/2、県1/4）
※国県補助対象ではあるが、当初補助申請分で補助基準額を上回ってお
り追加交付は見込めないことから歳入予算は計上していない。

＋6,000 ＋0 ＋0 ＋0 ＋6,000

ウ

オ

市立芦屋病院の安定的な経営を維持するため長期貸付を行うもの。
（800,000千円）
併せて、企業債利息に係る差額（58千円）を減額し、一般会計で受領し
た寄附金（現年度4,577千円＋過年度未繰出分1,582千円)を追加で繰り出
すもの。

＋806,101

就労継続支援B型、共同生活援助等の利用人数及び利用回数の増加等によ
り、予算が不足する見込みであるため追加するもの。（国1/2、県1/4）

水道事業会計における退職手当に対する一般会計負担分に不足が生じる
ため、不足額を追加するもの。

＋11,243 ＋0 ＋0 ＋0 ＋11,243

職員の使用するパソコンの更新について、入札の結果、当初の見込みよ
りも低い価格で契約ができたため、不用となる額を減額するもの。

＋0
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

衛生費‐保健衛生費‐環境衛生費

地域脱炭素移行・再エネ推進事業費の減額

衛生費‐保健衛生費‐霊園費

霊園敷地内安全対策工事費及び霊園整備事
業費の減額

土木費‐道路橋梁費‐道路橋梁総務費

自転車等駐輪対策及び関連施設に要する経
費の減額

土木費‐都市計画費‐都市計画総務費

地域公共交通実証運行支援業務委託料の減
額

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

都市再開発事業特別会計への繰出金の減額

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に
要する経費の減額

土木費‐都市計画費‐公園緑地費

公園緑地等施設維持管理費の減額

消防費‐消防費‐災害対策費

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の減額

教育費‐教育総務費‐教育指導研究費

職員用パソコン更新経費の減額

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

サ

急傾斜地崩壊防止事業（奥池南町）について、工事実施主体である兵庫
県の工事予定を確認の上、当初予算に計上したが、事業の進捗により兵
庫県において当該箇所の工事実施が次年度に見送られたため、減額する
もの。

▲ 15,000

シ
職員の使用するパソコンの更新について、入札の結果、当初の見込みよ
りも低い価格で契約ができたため、不用となる額を減額するもの。

▲14,000

＋0 ▲ 105,158

▲ 450,830

キ

▲ 56,800

カ
ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業等に伴い、既存の自転車駐車場を廃
止し、その代替の自転車駐車場の整備内容に変更が生じたため、不用と
なる額を減額するもの。

▲ 24,845

当初想定していたシステム導入経費が不要になったことに加え、当初の
計画よりも実証運行期間が短くなったため、不用となる額を減額するも
の。

▲ 12,075

ク②

＋0 ▲ 15,000

▲ 14,000

＋0

＋0 ＋0 ＋0

＋0

▲ 450,830

エ

オ

▲ 38,635

コ

ケ

潮芦屋緑地マツ剪定業務について、施設管理者である県が施行すること
となったため、減額するもの。

▲ 38,177 ▲ 38,176 ＋0 ＋0

＋619 ▲ 315,000
ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る事業費(用地取得費、補償費
等)について、不用となる額を減額するもの。併せて、国庫補助金の増額
に伴う財源更正を行うもの。

▲ 419,539

＋0 ＋0

▲ 1

＋0 ＋0 ▲ 12,075

＋0 ▲ 24,845

＋0

＋0＋0＋0

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る一般会計から特別会計への繰
出金を減額するもの。

今年度実施予定箇所について、近接する来年度実施予定箇所と一体で発
注及び施工することで経費及び工期短縮を見込めることから、今年度予
算を減額し、改めて令和7年度予算に計上するもの。

市民・事業者に対し、省エネ設備や再エネ設備を設置する費用の一部を
助成する当該事業について、申請件数が当初の見込みを下回ったため、
不用となる額を減額するもの。

＋0＋0＋0

▲ 56,800

＋0▲ 38,635 ＋0＋0

6-51



（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

教育費‐小学校費‐学校建設費

精道小学校空調設備改修工事費の減額

教育費‐小学校費‐学校建設費

浜風小学校空調設備改修工事費の減額

教育費‐中学校費‐学校建設費

潮見中学校グラウンド改修工事費の減額

総務費‐総務管理費‐一般管理費

財政基金への積立て

総務費‐総務管理費‐一般管理費

税外収入償還金の追加

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

＋0

▲ 162,000 ＋0 ＋0 ＋0

▲ 8,694

▲ 49,800

▲ 8,758

＋19,512 ＋115,000

＋0

＋0

▲ 162,000

▲ 17,506

国庫支出金等について、過年度分の精算等による国等への要償還額が見
込みを上回ったため、過年度償還分として計上していた予算の不足額を
追加するもの。
※財源内訳の「その他」については、市内で法人が運営していた地域密
着型介護老人福祉施設を広域型介護老人福祉施設に転換したことによ
り、施設開設時に受けた補助金の返還義務が生じたことによる、法人か
らの返還金。

＋0 ＋96,256 ＋133,000

＋90,079 ＋31,993

令和5年度分の寄附金(未積立分21,187千円)、令和6年度分の開発指導関
連事業寄附金見込額(11,016千円)、寄附金(87,094千円)及び運用利子
(2,985千円)を追加するとともに、森林環境譲与税事業充当額等（210千
円）を減額し、差引き122,072千円を積み立てるもの。

＋122,072

＋229,256

＋0

＋0

ウ ▲ 25,800▲ 52,000

④ 職員給与費等の減額

③

▲86,735 ＋0 ▲ 16,735ア ▲ 20,200

イ ＋0

その他の基金への積立て

⑤

⑥

⑦

▲49,137 ▲ 14,179 ▲ 26,200

＋0

令和6年度当初予算に計上している工事費について、令和5年度補正予算
(第11号)により令和5年度に前倒して実施したため、令和6年度予算にお
ける重複額を減額するもの。

令和6年度分の運用利子(8,644千円)、寄附金(10,868千円（うちハイキン
グ道整備寄附金10,305千円)）、公共用地取得費特別会計での土地売払収
入相当繰入額（115,000千円）合計134,512千円を積み立てるもの。

＋134,512

令和6年1月1日時点の現況で積算した職員給与費等について、令和6年4月
以降の人事異動等による変動を踏まえ、年度内の所要見込額を確保した
上で、不用となる額を減額するもの。
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

障がい福祉サービス事業所等に対する
物価高騰対策支援事業に要する経費追加

民生費‐老人福祉費‐老人福祉事業費

介護保険サービス事業所等に対する
物価高騰対策支援事業に要する経費追加

民生費‐児童福祉費‐児童福祉総務費

障がい児通所支援事業所に対する
物価高騰対策支援事業に要する経費追加

民生費‐児童福祉費‐保育所費

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事
業に要する経費追加

民生費‐児童福祉費‐母子福祉事業費

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業
に要する経費追加

教育費‐社会教育費‐青少年対策費

放課後児童健全育成事業所に対する物価高
騰対策支援事業に要する経費追加

合　計 ＋37,811 ＋59,305 ▲431,800 ＋144,211 ＋266,095

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

エ

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた私立保育所等に対
し、安定した保育サービスの提供を継続できるよう、負担軽減等を目的
とし支援するもの。
【支援額（1施設当たり）・支給対象】
300円×定員数×12か月
※給食提供日が5日に満たない場合、給食提供日数に応じて単価を減算
民間の事業者が運営する保育所（9か所）、認定こども園（8か所）、幼
稚園（1か所）、地域型保育事業所（4か所）

＋6,003 ＋6,003 ＋0 ＋0 ＋0

＋0

光熱費及び燃料費の物価高騰により影響を受けた放課後児童健全育成事
業所に対し、安定したサービスの提供を継続できるよう、負担軽減等を
目的とし支援するもの。
【支援額（1施設当たり）・支給対象】
1施設当たり単価：628円×面積（㎡）
※送迎がある場合は、燃料費の上昇を踏まえ加算
民設民営の事業所（3か所）

ア

イ

ウ

オ ＋14,264 ＋14,264 ＋0 ＋0

＋38,000 ＋38,000 ＋0 ＋0

＋0 ＋0＋4,900 ＋4,900

＋9,100

＋0

＋0

＋0

＋0

＋0 ＋0 ＋0

⑨ その他の財源更正 歳入予算の変動に伴い、財源内訳を変更するもの。 ＋0 ＋0 ＋0 ▲ 1,847＋1,847

＋0 ▲ 26,960＋0既存事業への充当（財源更正）

＋224 ＋224

⑧

キ

・省エネ家電製品購入促進事業（事業者）（400千円）
・省エネ家電製品購入促進事業（市民）（9,600千円）
・省エネ設備導入のための大規模改修促進事業（4,000千円）
・市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業（12,960千円）

＋26,960 ＋0

カ

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業所等に対し、安
定した介護・障がい福祉サービスの提供を継続できるよう、負担軽減等を
目的とし支援するもの。
【支援額（1施設当たり）・支給対象】
・障害者福祉費
　　50千円（計画相談支援（4か所）、訪問系サービス（4か所））
　　300千円（通所系サービス（19か所））
　　500千円（施設系サービス（6か所））
・老人福祉事業費
　　50千円（居宅介護支援（28か所）、訪問系サービス（68か所））
　　300千円（通所系サービス（34か所））
　　500千円（施設系サービス（定員30人未満）（12か所））
　　1,000千円（施設系サービス（定員30人以上）（17か所））
・児童福祉総務費
　　50千円（保育所等訪問支援（2か所））
　　300千円（児童発達支援、放課後等デイサービス（16か所））

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面するひとり親世帯に対し、
その実情を踏まえた生活の支援を行うため、児童1人につき2万円のひと
り親世帯への生活支援給付金を支給するもの。

＋9,100 ＋0
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■ 重点支援地方交付金の配分上限額 （単位：円）

99,451,000

　※交付限度額は134,451千円ですが、うち令和６年度予算充当分99,451千円を表記。

　　差額は、令和７年度当初予算に計上している推奨事業の財源として歳入予定。

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業 9,100,000 9,100,000 補正予算第8号

介護保険サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業 38,000,000 38,000,000 補正予算第8号

障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援事業 4,900,000 4,900,000 補正予算第8号

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業 6,003,000 6,003,000 補正予算第8号

ひとり親世帯への生活支援給付金支給事業 14,264,000 14,264,000 補正予算第8号

放課後児童健全育成事業所に対する物価高騰対策支援事業 224,000 224,000 補正予算第8号

省エネ家電製品購入促進事業（事業者） 400,000 400,000 R6当初予算

省エネ家電製品購入促進事業（市民） 9,600,000 9,600,000 R6当初予算

省エネ設備導入のための大規模改修促進事業 4,000,000 4,000,000 R6当初予算

市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業 158,453,000 12,960,000 R6当初予算

244,944,000 99,451,000

重点支援地方交付金の配分上限額と同交付金の対象事業

推奨事業メニュー枠

対象事業（推奨事業メニュー枠）

事　業

小　計
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